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特定非営利活動法人 日本教 育 カウ ンセ ラー協会



書式第14号

令和 2年度 事業報告書
令和 2年9月 1日から令和3年8月 31日 まで

特定非営利活動法人 日本教育カウンセラー協会
1 事業の成果
本年は新型コロナウイルス感染拡大による緊急事態宣言の発令などから,対面式の講座やワークショップの多くが開
催中止という,今までにない状況になった。
研修講座事業では,オンラインでの養成講座等全国での約10回の研修講座の開催を支援した。
教育カウンセラー認定事業では,本年新たに65人の専門家を認定することができ,認定者数は7,673名に達した。
また,中・上級認定試験を実施,本年度はのべ20名の中・上級教育カウンセラーを1認定した。また,『教育カウンセ
ラー養成テキスト学習塾』について在籍者49嗜修了都 名となった。
学生を対象としたピアヘルパー認定事業では,加盟校が1“校となり,mll名の認定審査を行うことができた。
サポート事業では,コロナ禍の影響から,数は減少したが学級経営に関する研修会開催を支援し,全国各地にサポー
トの輸を広げる土壌作りを行った。
昨年からの新型ウイルス感染拡大の影響がまだ続いているが,オンラインやオンデマンド等,新しい方法での研修会
を開催することができた。教育カウンセリングの諸活動を通じて広く教育、福社の向上に寄与することを設立目的とし
ている点からも、オンライン等での事業開催は,地域を限定せず,助言や援助、支援や相談活動を行えることから,今
後もさらに増加していくことと思われる。
ニューズレターは3回の発行となった。ホームページは、動面の配信など機能を充実させた。また,研修会や支部の
最新の情報を交換ができるように更新の頻度をさらに上げ、各地域の情報や採用情報を提供するなど充実を図った。
また、一社)日本図書文化協会の協力の下、1機関誌「指導と評価」に教育カウンセリングの特集を載せるとともに,
教員免許状更新講習を兼ねた講座を行い,教育カウンセリングの普及啓発を進めていく大きな力となった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業銘 内 容
実 施

日 時
実 .施

場 所
従事者
の人数

受益対象者の

範囲及び人数
支出額.

(千円)

日夏回
事

田■
レ」

"オ'″

・に関する遠隔
教育の開発・運営

通 年 当会事務所 15人 一般 50人 慶Ю

大学 0,院議 ・地方
尋彩学会に1関|わるワm参
講艶整ハくDi講自輝翔β置
ならaこ運営の支援

年間 1回 北海道地区 仏 一般 1∞人

1,3∞

年間3回 剌 団颯 12人 一般 lm人

年間4回 医園ロコ 16人 一般 120人

年間2回 中部地区 4人 一般 ∞人

教育カウン
セラー

認定事業

教育カウンセラーの

姿格審査および認定
通 年 当牟河珂断折 15人 T般 1∞人 2,14

中・上級教育カウンセラー

認定試験

6月 7日 図書文化社 臥 一般 5人
369

年膚預回 全国各地 15人 一般 10人

ピアヘブレ

パー事業
ピアヘルパーの認定 12月 5日 02月 6日 当会事詢所 5人 学生。一般2,011人 a2Ю

サポート
事  業

学級経営研修会および
ワークショップ等の開催

年情2回 期 国は 3人 一般 60人

3,まЮ

年間1∞回 関東地区 10人 一般 2,000人

年間
"回

東京都内 6人 一般

“

0人

年間15回 中部・北陸地区 6人 一般 300人

年糟B回 近畿。中四国地区 4人 一般

“

人

年間∞回 九州・沖縄地区 10人 一般 6∞人

情報資料
提供事業

ニューズレター等の作成 年 3回 当会事務所 3人 一般 不特定 a zЮ

椰ebベージの作成。更新 通 年 当会事務所 3人 一般 不特定 12X)

「構摯尊と言平偉lI薪謝素|1甕影わ 通 年 当会事務所 3人 一般 不特定 180



令   和   2 年 度 活 動 計 算 書

令和2年9月 1日～令和3年8月 31日

特定非営利活動法人 日本教育カウンセラー協会

単位:円

金

I経常収益
1会費収入
正会員会費収入

2事業収入
研修講座事業収入

参加費

名義料

養成塾受講料

雑収入

教育カウンセラー認定事業収入

認定登録料

認定申請料

認定受験料

雑収入

ピアヘルパー事業収入

認定受験料

雑収入

印税収入

サポート事業収入

雑収入

情報資料提供事業収入

編集受託収入

3雑収入
受取利息

雑収入

業務受託収入

経常収益計

15,950,000

21,401,300

2,215,500

1,699,000

358,500

154,000

5,512,000

4,178,000

910,000

405,000

10,073,800

9,652,800

121,000

708,902

2,065

106,837

38,060,202

Ⅱ 経常費用

1事業費
(人件費)

労務人件費

研修講座事業

教育カウンセラー事業

ピアヘルパー事業

サポート事業

情報資料提供事業

4,393,512

384,924

1,212,189

1,750,655

521,237



科 日 金 囲

(その他の経費)

研修講座事業費

印刷・消耗品費

会議費

通信費

事務委託料

講師謝礼

雑費

教育カウンセラー認定事業費

印刷・消耗品費

通信費

旅費交通費

支払手数料

事務委託料

講師謝礼

雑費

ピアヘルパー事業費

印刷・消耗品費

通信費

賃借料

支払手数料

事務委託料

サポート事業費

通信費

旅費交通費

事務委託料

講師謝礼

情報資料提供事業費

印刷・消耗品費

通信費

事務委託料

講師謝礼

関連学会団体連携事業費

寄付金

(その他の経費 計)

事業費 計

391,930

8,143

31,516

593,000

540,810

539,068

275,908

2,727

72,000

1,476,000

100,233

863,181

216,546

1,447,920

4,026,240

445,920

803,000

829,257

1,370,688

161,000

180.000

1,664,399

2,513,356

9,250,887

3,560,408

2.540,945

ｎ

ｖ

500.000

24.423.507

(20,029,995)

●

●



科 目

(2,771,700

406,875

519,683

82,088

5,124,000

360,331

21,500

100,715

278,200

4,270,000

11,682

989,569

30,000

616,000

708,311

(13,570,390)

△2,705,403

△2,705,403

△2,775,403

７
１

2管理費
(人件費)

労務人件費

(人件費 計)

(その他の経費)

印刷・消耗品費

会議費

通信費

旅費交通費

賃借料

広告宣伝費

交際費

租税公課

支払手数料

事務委託料

新聞図書費

修繕費

諸会費

報酬顧問料

減価償却費

雑費

(その他の経費 計)

管理費 計

経常費用 計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

Ⅳ 経常外費用

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

４

‐
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特定非営利活動法人 日本教育カウンセラー協会 [税込](単位 :円 )

令和3年 8月 31日 現在

《資産の部》

【流動資産】

(現金 0預金)

現   金
普通 預金
定期 預金
振替貯金

現金 0預金 計

(その他流動資産)

仮 払 金
その他流動資産 計
流動資産合計

【固定資産】

(有形固定資産)

什器 備品

有形固定資産 計
(無形固定資産)

ソフトウェア

無形固定資産 計
(投資その他の資産)

差入保証金

投資その他の資産 計
固定資産合計

資産の部 合計

2,114,076

7,038,072

15,000,000

5,174,992

29,327,140

52,470

52。 470

29,379,610

1,372,544:

1,372,544

5,219,775

5,219,775

375,000

375,000

6,967,319

36,346,929

《負債の部》

【流動負債】

未 払 金

仮 受 金

流動負債 計
負債の部 合計

63,720

211,462

275,182

275,182

《正味財産の部》

【正味財産】

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

正味財産 計
正味財産の部 合計
負債・正味財産合計

38,847,150

△ 2,775,03

36,071,747

36,071,747

36,346,929

』
ゝ



■_聾L_L_量
令和3年 8月 31日現在

特定非営利活動法人 日本教育カウンセラー協会

科 目 金 圏

2.114.076

2,114,076

7,038,

15,000,

5,174,

4

29,327,140

52,470

1.372.544

1,372,544

29,379,

36,346,

1,372,

5,219,

5,219,

40,920

211,

ｒ
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36.071、 747

【資産の部】

流動資産

現金預金

現金

現金手許在高

普通預金

りそな銀行若荷谷支店

小石川五局

定期預金

りそな銀行著荷谷支店

郵便局 定額貯金
振替貯金

郵便局

仮払金

養成講座チラシ印刷代

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

什器備品

パソコン他

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウエア

会員管理開発システム

無形固定資産合計

投資等

保証金

輔図書文化社 借室保証金
投資等合計

固定資産合計

資産合計

【負債の部】

流動負債

未払金

間双葉タイプ印書店

消費税確定

仮受金

源泉税

流動負債合計

負債合計

正咲財産

6,906,

10,000,

ム

ｖ



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告
r=コ
ロ中“|

口出□

令和2年度年間役員名簿 く常事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所菫
びにこれらの者についての前事業年度における薇日の有無を屁載した名簿)

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
И各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

③事。監事
コウノヨシアキ 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年 月

月

日

年 コ河野義章

９

“ 0事・監事
オオトモヒデト 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年

年

月

月

日

ロ大友秀人

3 0事 。監事
アイザフノブヒコ 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年  月  日

年  月  日会沢信彦

4 ③事・監事
カュタオサム 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年  月  日

年  月  日加勇田修士

5 ① 事 。監事

カリマザワハヤト 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年  月 日

日年 月苅間澤勇人

，
０ 0事 。監事

カワムラシゲオ 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年  月 日

日年 月河村茂雄

７

１ ③事。監事
フクトミイズミ 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年 月

月

日

日年福富 泉

６
０ 0事 。監事

フジカフアキラ 令和2年9月 1日

冷 和3年8月 31日

年

年

月

月

日

日藤川 章

9 ③事。監事
ホッタミエコ 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年

年

月

月

日

日堀田美枝子

10 ③事・監事
ミズカミカズオ 令和2年9月 1日

令和3年8月 31日

年  月  日

年  月  日水上和夫



書式第 18号 (法第 28条関係 )
【［」

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

11

ロトミヨシヒヨ

0事・監事
諸富祥彦

令和2年 9月 1日

令和田円1月 31日

年

年

月

月

日

日

ヨシダタカエ 令和2年9月 1日

令和3年 8月 31日

年

年

月

月

日

日

12 0事・監事
吉田隆江

サトウカツオ 令和2年 9月 1日

令和3年 8月 31日

年

年

月

月

日

日

13 理事・〇事
匿 :工羽

ヤマグチショウジ 令和2年 9月 1日

令和3年 8月 31日

年 月

月

日

日
14 理事。O事

山口正三 年

15 理事・監事
年

年

月

月

日

日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

理事・監事

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立 □

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

令和 3年8月 31日現在

特定非営利活動法人日本教育カウンセラー協会

氏   名

1 河野 義章

□ 大友 秀人

ロ 会沢 信彦

4 加勇田修士

5 苅間澤勇人

ロ 河村 茂雄

7 福富 泉

藤川 章Π

9 堀田美枝子

10 水上 和夫

諸富 祥彦

吉田 隆江

11

12
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令和2年度 (自 2年 9月 1日至 3年 8月 31日 )事業執行原本活動

計算書および財務諸表を監査し、正確妥当なことを認めます。

令和 3年 1。 月 t夕 日

特定非営利活動法人 日本 教 育 カ ウ ンセ ラ ー 協 会

監事 払 ロ エ
ψ

ー

監事


